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1は じ め 、に
イ ギ リス に おい て は,.1970年に 会 計 基準 の 設 定機 構 を 従 来 か ら批 判 の あ ったCCAB(Con-
sultativeCommitteeofAccountingBodies:会計 士 団 体 諮 問 委 員 会)一ASC(Accounting
9・tandardsCommittee:会計 基 準 委 員 会)体 制 か らFRC(FinancialReportingCouncil:財
務 報 告 審 議 会)一ASB(Accoullt三ngStandardsBoard:会計 基準 審 議 会)一FRRP(Finan凹
くの
cialReportingReviewPanel:財務報告違反審査会)体 制へ と変更 した。 この変更に伴 って
ASBは,従 来のASCと は異な り,そ れ 白身の権限で会計基準を公表 しうるよ うにな った。
しか も,ASBは 会計基準を 設定す るた めに 理 論的に 首 尾一貫 した 概 念的枠組(conceptual
framework)の必要性を認 め,ASBの 口的 の1つ と して,会 計上 の 「枠組を提供す るた めの
ゆ 　 ゆ
原則を作成す る こと」 とい うことを掲げ た。 そ して,従 来 の よ うな会計 の個別基準書ばか りで
な く,概 念基 準書 の作成 ・公表 に も積極的 に取 り組んで いる。 この よ うな背景の もとに,ASB
ゆ
は1991年か ら一連 の概 念基 準書 の公開草案を公表 してきた。 この うちの一つ が,ASBに よ り
1993年3月に公表 された討議案(DiscussionDraft:DD)「原則書 第5章 財務諸表上の
ゆ
測定」 であ る。 また,こ れ と同時に検討 され るため にASBか ら公表 され た の が,討 議資料
くの
(DiscussionPaper:DP)r財務報告上 の評価の役割」であ る。
そ こで ここで は,こ の原則書r財 務諸表上 の測定」の 内容,特 徴及び 問題点 などを検討す る
ことにす る。
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1.目 的
この討議案 「第5章 」 は,ASBの 一・一・連の概i念的枠組を 取 り扱 った 原則 書の第5章 にあた り,
他 の部分 と関連 させなが ら解釈す ることが必要であ る。
まず,こ のDDの 目的 は,「報告企業 の貸借対 照表 の要素及び財務業 績計算書(statements
くの
offinancialperformance)の構 成要 素 の 測定 を 基 礎 づ け る原 則」 を 明 らか に す る こ とで あ る。
〔財務諸表の体系〕
財務
諸表
貸借対照表(B/S)
財務業績計
算書(SFP)
損益計算書(P/L)
認識済総利得損失計算書(STRGL)
ゆ
この貸借対 照表の要素 及びそれ らの関連を,こ のDDで は次の ような資 本等式 として説 明 し
てい る。
ゆ
「資 産 一 負 債=資 本」
そ して,「この等 式は,資 産 及び負債 の測定方法は,資 本が測定 され る金額 を 決定 す るとい
ゆ
う事 実に注 目してい る」 と してい る。 この ように,貸 借対 照表等式 ではな く,資 本等 式に よ り
貸借対照表及び その構成要素 の関連 を見てい るところに特徴 が見 られ る。す なわ ち,こ こでは
くユリ
財務諸表の構成要素 の定義 の仕方 と しての 「資産 ・負債 アプ ローチ」 の影響 が見 られ る。 しか
も,こ こでは,資 本(持 分)の 金額 は資産 及び負債 の測定方法に よ り決牢 され,そ れ ゆえ資産
及び負債が異 った基 準で測定 され る場合 には,そ の差額 と しての資本(持 分)は,そ の意 味が
ゆ
す ぐには明らかでない混合的な測定値となると考えている。
次に}財務業績計算書は,一会計期間において 「認識された(資本の拠出及び分配は除く)
　
純 資産 の変動 のみ を測定す る」 と してお り,し か もこ こで認識 され る ものには,次 の よ うに従
来 の収益 ・費 用そ してその結果 としての利益 ばか りでな く,そ の他 の利 得 ・損失 も含 まれ る。
ゆゆ
t利益 十その他の利得及び損失=認 識済総利得損失」
前者の利益 は,通 常,取 引(transaction)から生 じ,損 益計 箕書(P/L)で計算 され る。他
方,後 者 はそ の他の事象(otherevents)から 生 じ,利 益 と もに,認 識済総利得損失計算書
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(statementoftotalrecognisedgainsandlosses:.STRGL)に記載 され る。 この よう ,
一会計期間 において認識 され る利 得及び損失は,広 く取 引及 びその他の事 象か ら生 じ,し か も
それ らを損益 計算書のみではな く,認 識済総利得損失 計算書 で表 示す ることに よ り,企 業 のそ
の期間 におけ る財務業 績を表示 しよ うとしてい る。 ここでは,業 績を多元的に測定 ・表 示 しよ
く　ロ
うと してお り,実 現利益のみな らず,未 実現利益 も測定 ・表示 の対象 と してい る。 また,業 績
ロの
表示 と配 当利益 の計算 との乖離が 見 られ,P/L及 びSTRGLで は,前 者を重視 してい る ところ
にイギ リス会 計の特徴が見 られ る。
そ して,こ の認識済総利得損失は,① 企業 に影 響を及ぼす個 々の取引や出来事を考慮す る取
引基準 アブP一 チ(transaction-based'approach)か又 は②一期 間の期首資 本 と期 末 資 本 と
を比較す ることに よ り総額で取 引を考慮す る総額 ア プ ローーチ(aggregateapProach)セこよ り計
ロの
算 しうる。
実務 上,取 引基準 アプ ローチが採用 され てお り,総 額 アプ ローチ と比較 した場合のそ の長所
　の
としては,次 の ような ものがあげ られ る。
① 一・期 間におけ る企 業の純 資産(netasset)の変 動の構成要素 を明 らか に し うる こと,
② 財務諸表の利用者 に利益並び にその他の利 得及び損失の詳細 な明細を提供す る ことが で
きる こと,
③ 利 用者に特定 の利 得及び損失 の質につ いての情報を提供す ること,及 び
④ その利 得及び損失が,④ 実現 してい るのか,◎ 直ちに現実可能 な資産又 は負債 に関連 し
てい るのか,又 は◎譲渡 されそ うもない企業活 動に必須の資産に関連 してい るか ど うかを
示 し うる ことな ど。
この取 引基準 アプ ローチを使用 して,当 期 の業績 と しての認識済総利得を測定す るた めに は,
利益 及びその他の利得及び損失が一・貫 した基礎 に基 づいて測定 されなけれ ばな らない。 この一
貫 した測定がな され る ことを保証す るた めに,特 定 の資 本維持概 念を採 る場 合に資産 及び負債
の価値 にな され るのが資本維持修正(capitalmaintenanceadjustment)であ る。 そ して,認
識済総利 得損失は,特 定 の資本維持概念を前提 として,一 定 の資本が維持 され た後 に始 めて測
むの
定 され ることにな る。 なお,こ の資 本維持概念 につ いては,後 で詳 しく検討す ることにす る。
2,認 識
会計事象が帳簿等 に計上 され るため には,そ れ が 「測定」 され る以前に 「認識」 され る必要
があ る。す なわち,あ る会計事象が認 識 され,測 定 され ると帳 簿に記録 され ることにな る。
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この場合・測定に先立ち認識の規準及び認識と測定との関連が明確にされる必要がある。
イギリスのASBの 願 書(案)第4章 「脇 諸表上の囎 の謡講」では,次のよう嬬 識
規 準を示 してい る。
「 次の場合 には,頃 日を財務諸表 上認識 しなけれ ばな らな い。
(a)その項 目が財 務諸表 の要素 の定義 を満た し,か つ
(b)1そめ項 目に 内在す る(inherentin)資産又は負債 の変化が生 じた とい う十分な証拠 があ る
こ と(適 切な場合 には,将 来 の便益 のイ ンフ ロー又 アウ トフローが 生 じる証拠を含む),か
つ,'
み ロ さ ゆ
くc)その項 目が十 分な信頼 性を持 って貨幣額で測定 しうるこ と」。
この よ うに,会 計上 の認識がな され るためには,④ そ の項 目が財務諸表 の要素の定義 を満た
し,◎ そ の項 目に関す る経 済価値 の変動 が生 じ,か つ◎ 信頼 性を持 って測定 可能で あ ることと
いう腰 件が満たされることを要求・している.これは凋 際会言陛 準のそれと1嫌な謬 と思
わ れ るが,認 識規 準に測定可能性を含 めてい るところが特徴 とな ってい る。
そ して・ 次に認識 と測 定 との関連であ るが,ASB認 識及び測定は 次の よ うに2つ の段階で
な され ると考えてい る。す なわち,
① 「最初 の認識(initialrecOgnition)は・た とえぽ資産の購入の ように,取 引(transaCtion)
の結果 として最 も一般的 に生 じる。 それ ゆえ,最 初 の認識 のための測定方法 は典型的 には原
価基準(costbasedmetho(1)であ る。 したが って,資 産 及び負債 は,通 常 当初 は取得原価
　
で記録 され る。」
② 「第4章 で再 測定.(remeasurement)と呼 ばれ るその後 の認 識段階があ る。再測定に は,
変化 についての認 識規準が満た され る ときに資 産又は負債が認識 され る貨幣 金額 の変動 が含
まれ る。 その よ うな変化 は,通 常 た とえば減価 償却 の必要性を生 じさせ る時 の経過,不 良債
権 の可能性 につ いての引当のため に債権者 が所 有 してい る金 額の価値減少又 は有価証券 の当
初 の取引価格 につい て生 じた価値変動 な ど,取 引 とい うよ りも出来事(events)の性質を持
ってい る。 …(中 略)… 再測定の測定 のために使用 され る方 法は,通 常,現 在の市場価値 の
観察 又は資産 の使 用か ら生 じる便益の現在価値 に基づ くあ る種 の現在価値:(currentvalue)
ゆ
である」 と述べ ている。
この ように,認 識 を2つ の段階 に分 け,各 々の段階 に応 じて測定基準を 明確 に示 してい る。
す なわち,最 初 の認 識は,通 常,期 中亭こおける取引 に よって生 じるものであ り,こ れ は原価基
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準 に基づ き取 得原価 で測定 され る。そ して,次 に期末において再び認識が行われ る。 この再 測
定 は,通 常 出来事に よって生 じる ものを認識 ・測定す る ものであ り,現 在価値に よって測定が
な され る。 しか も,こ の現在価値 に よる評価 は,価 格が下 った場合のみで はな く,上 昇 した時
に も適用 され る・一種 の時価 評価 である ところにイギ リス会 計の特徴が見 られ る。
期 期中 期首!_く 末
取引
(再測定)
最初の認識→ 「原価f1出 来事 その後の認識→ 「蒔描一;1言平価1垂 評価1
し____」L___」
3,資 産の測定
会計上,一 般 に測定 とは,財 務諸表 の構成要素が認識 され るときに,そ の金額を決定す る こ
とであ り,特 定の測定基礎 に基づ いて行われ る。 この測定基礎 と しては,た とえば取 得原価や
現在価値な どがあ る。
ASBで は,前 述 の よ うに,測 定 を2つ の認 識段 階に応 じて考 えてい る。 そ して,資 産 の測
定基礎 と して取得原価(1・IC),現在価値(CV)及 び企業に とっての価値(VTB)をあげ,各 々
を検討 してい る。
(1)取得原価(HC)
ゆ
これ は,資 産 を取 得す るための実 際原価であ り,次 の ような長所があ ると してい る。
① 長期 にわ た り広 く実践 されて きた こと,
② 財務諸表 の利用 者や作成者に よく知 られ てい る こと,
③ 恐 らく最:もコス トのかか らない評価方法 であ る こと,
④ 比較 的客観 的であ る こと,及 び,
⑤ 信頼 し うる会計方 法であ る ことな ど。
この原価を基礎 として会 計を行 うものが原価主義会 計であるが,こ の特徴 と しては,次 の よ
　
うな ものがあ る。
① 非 貨幣資産を原価基準 で評 価す る こと,
② 収 益 ・費用 の測定 を収 入 ・支出の額に求め ること,特 に費 用は消費財 ・用役 の取替原 価等
ではな く取 得原価 を基準 とす る こと,す なわ ち資本修正項 目を関係 させな い こと,及 び,
③ 貨幣価値 の変動を一切 無視す る ことな どがあげ られ る。
96一 一 経 営 論 集 一
ト ー.一 一 一'}一 駒 師1
1(G')回 収
L_.____.__」
貨 幣(G).非 貨 幣 性 資 産(W)
r}一 騎 「
＼ 一1投 下l
L____一1
この よ うな原価 主義の下 で計 算 され る利益 は,企 業 資本が"貨 幣資産(G)→ 非貨幣性資産
(W)→ 貨幣 性資産(G')"とい う形 で循環す る過程 の うち,W→G'へ 転換す るときに初 めて認
識(実 現主義 に よる認識)さ れ るのであ る。それゆ え,原 価主義 会計の下で の利益 は,収 支余
剰 と して実 現 した,貨 幣価値 の変動 を無視 し,か つ資 本循環 の独立性を前提 とす る利益概 念で
　
あ る ところに特徴 があ る。
　
しか し,取 得原価 には,次 の よ うな欠点があ る。
①(昏 々の資産 の価幣が変動 してい るので)同 一企 業 に よ り所有 されてい る資産 間において
も,ま た異 った企 業間に おいて も比較 可能性を 欠 くこと,
② 測定が同一の貨幣 価値単位 で行わ れていない こ と,
③ 保有利得 と営 業利益(tradinggains)が区分 され ない こと,
④(期 末)現 在 におけ る企業 の経済的 状況(現 状)を 正 しく表示 しない こと,な どであ る。
物価変動を一切 無視す る ことか ら生 じる取 得原価基準の欠点を補 うための方 法 と しては,一
般 購買 力指数(GPPI)を用いて 現在購 買力(CPP)単位 で修 正表示 をす る方 法 と現在価 値(CV)
を用い て修正表 示す る方法 とがあ る。
前者 について は,取 得原価数値を一般購 買力指数を用 いて現在購買 力単位で修正表示を行 う
ものであ る。 しか し,こ れ は本質的 に変換(tranSlatiOn)であ り,再 評価(reValUatiOn)では
ない。す なわ ち,こ れ は異 った購 買力を現 在 ポ ン ドとい う共通単位へ取得原価数値を修正す る
　
もの に過 ぎない。
そ して,後 者 は個 別の現在価値を 用いて取得原価数値を修正す る方法であ るが,以 下では こ
れ につ いて も う少 し詳 し くこれ を検討 してい くことにす る。
(2)現 在価値(CV)
現 在価値 は,企 業 と市場 との関 係か ら市場を基礎 と して計 算:する場合 と,市 場 と離れて企業
内部 の価 値を基礎 とす るもの とが ある。 前者は,資 産 の購入市場 におけ る買手 の立場 としての
流 入価値(entryvalue)と販売 市場におけ る売手 の立場 と しての流出lllfi値(exitvalue)とが
ゆ
あ り,後 者 は使 用 価 値(valueinuse)ない し現 在 価 値(preselltvalue)があ る。
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まず,「 流 入価 値 」 とは,現 在 の市 場 条 件 の下 で 資 産 を 取 得 す るた め の 原 価 に 基 づ くもの で
⑳ ㈱
ある。 これ には,再 生産原価(peproductioncost)と:再調達原価(replacementcost)があ
るが,再 調達 原価 は通常再 生産原価 よ り低いか等 しいであろ う。従 って,大 部分 の状況 の下で
は,資 産か ら生 じる便益を取替 えるため の現在の最小原価 負担額を反 映す る再調達原価は,現
　
在の経済的意思決定 のため に よ り目的適合的 であ る。
次に,「流 出価値」 とは,売却 価額に基づ くものであ る。 これ には,販 売価額(sellingprice)
と正味実現可能価額(netrealisablevalue)がある。 通常,正 味 実現可能価額 の方が販 売価
額 よ りも低いであろ うし,意 思決定 目的のために よ り目的適合的 であ る。 なぜ な らば,こ れ は
その資産 が売 却 され た ときに実現す るでろ う経済的機会(economicoppotunity)を表わすか
ゆ
らで あ る。
最:後に,「 使 用 価 値」 とは,経 済 価 値(economicvalue:EV)とも'いい,そ の 資 産 を:企業
に 留 保 し,そ れ を 最 も利 益 の上 が る力 法 で 使 用 す る こ とに よ り得 られ る(そ の資 産 の最 終 的 な
処 分か らの キ ャ ッ シ ュ ・フ ローを 含 む)将 来 の正 味 キ ャ ッシ ュ ・フ ローの 現在IIHi値(現在 割 弓1
価 値)で あ る。 これ は,そ の 資 産 に 関 連 す る将 来 の 見 積 キ ャ ッシ ュ ・フ ローを適 切 な割 引 率 で
　
割 引 くこ とに よ り計 算 され る。
この現 在 価 値 を 基 礎 と して 会 計 を 行 う もの が 現 在 価 値 会 計(cur1'elltvalueaccOunting:C
　
VA)で あ り,次 の よ うな長所 があ る。
① 一定時点におけ る企業の経済的状況(現 状)を 正 しく示す ことがで き,経 済的意 思決 定の
た めに 日的適合的 であ る こと,
②(財 務諸表が同一時点で作成 され てい る ことを前提 と して)企 業間比較及 び期間比較がで
きること,及 び,
③ 財務諸表が現在 価額 で測定 ざ}τている ことを期待す る会 計担 当者 以外の人 々に理解 可能 で
ある こと,な どであ る。
　
他方,こ れに は次の よ うな欠点があ る。
① 一般に取 得原価 と比べ信頼性 が低い こと,
② 財務諸表の作成 ・表示に よ り多 くの費用がか か るこ と,な どで ある。
ただ し,ASBは,取 得 原価 及び現在価値 の相対的信頼性 は,特 定 の資産についての既 存の
市場 の利用可能性に大 き く依存 してい ると考えてい る。
以上 の各 々の評価方法 は,企 業 の経済的評価(economicevaluation)を行 うために 何 らか
の潜在的貢献をす る。 しか しなが ら,複 数の代替 的基準に基づい て情報を提供す ることは費用
がかか り,恐 ら く混乱 を もた らす であ ろ う。そ こですべての代替案を利用す る現在価値 の概念
が,次 に検討す る 「企業に とっての価値ル ール」(vaklctothebusinessrulc)であ る。
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(3)企 業に と っての価値'(VTB)
企業 に とって の価値 は,個 々の現在価値の評価方 法を利 用す る折衷的概 念であ り,報 告企 業
が直面す る経済的:機会に対 し月的適合的 であ る。 これは,そ の資産が剥奪(deprived)され た
と仮定 した場合 に,企 業が失 うであろ う最小金額を測定す る ことに よって,資 産 の所有か らの
企業へ の潜在的便益(な い しその剥奪 か らの潜 在的 損失)を 反映す るものであ る。 これ は,機
　
会価値(OV),剥奪価値(DV),所有者価値(OV)な どとも呼ばれて きた。 そ して,こ れ は特
定企業 の特定 資産 の価値 に焦点を当てる ものであ る。 また,再 測定において どの現在価値を使
用すべ きか を決定す る問題 についての実践的な解決策 と して,企 業 にとっての価値 ルールの適
用は,そ の状況に適切な評価方 法の選択 の手段 を提 供す る。
すなわち,こ の概念の適用原則 は,次 の ようにな され る。
「その資産が 再調達す る価値 がある場合 には,蒋 調達原価(RC)を使用す る。 その資産 が再
調達す る価値 はないが,
a)保 有 し続 け る価値があ る場合には,使 用価1直(VIU)を使用す る。
　
b)保 有 し続け る価値が ない場 合には,正 味実現可能価額(NRV)を 使用す る」。
ゆ
以上の原 則は,次 の よ うに考え ることがで きる。
まず,資 産を取替 える ことについ て経済的正 当性 がない場合 には,:再調達原価 を使用す る こ
とは不適切であ る。 したが って,基 本的な企業 に とっての価値 の測定 は,再 調達原 価 と回収 可
能金額(RA)の いずれか低 い方 が採 用 され る。
〔基本的な企業にとっての価値の選択〕
麗 欝器搬A)]一い獅 倒
すなわ ち,資 産が剥奪 された とき,再 調達 の価値があ る場合 には,通 常そ の資産を再 調達す
るであろ う。 しか しそれ が再 調達 に値 しない場合には,そ の資産 の将来サ ー ビスの価値 の金額
が企業 に とってのfllii値であ る。言 い換 えれ ば,回 収 可能金 額(RA)が 再 調達原価(RC)よ り
も高い場合,つ ま りその企業 が再 調達を行 う資産 である場 合には,再 調達 原価 でその資産を評
価す る。次 に,再 調達が正 当化 されない場合 には,そ の資産 は最 も利益 のあが る使途 におけ る
価値す なお ち回収 可能金額 で評価す る。 この回収 可能金額 は,企 業が最 も有利 となる よ うに使
　
用 され るので,使 用価値(VIU)と正味実現可能価額(NRV)のいずれか高い方 の金額 であ る。
この企 業に とっての価値 ル ールは実践 目的上修正 され る こともあるが,イ ギ リスにおけ るA
SC(SSAP第16号,1980年),及び ア メ リカにおけ るFASB(FAS第33号,1979年)によ り
ゆ
公表 された現在原価会計基準(CCAB)に 使用 された基 本的な評lll磁整準であ った。
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この よ うに,イ ギ リス会計 におい ては,再 評価等で現在価値 を使用す る場 合には一貫 して企 ,
業に とっての価値 とい う独特 の概念を使用 し続けてい る ところ に特徴 がある。 これ は特定企業
の特定資産 に焦点を 当ててい ると ころが ら実践適合性を持つ概 念で あ り,ま た総資本利益率等
の計 算のた めに有用 な もので ある。た だ し,VIUの概 念は,将 来の事象 に関す る主観的な判断
に基礎 を観 くものであ り,客 観的な測定 を課題 とする会計 に とっては,適 切な評価基準 ではな
いo
4.資 本維持の利得及び損失への影響
次に測定との関連で資本維持の問題に移ることにする。
資産維持をどのように捉えるかで利益の金額が決まってくる。すなわち,会計上利益とは,
一定の資本を維持 した後に生 じた価値の余剰部分と考えるのが一般 的である。それゆえ,資本
維持概念は会計測定上重要な問題となる。
ASBは,利得及び損失の測定には,認 識済総利得損失を構成する 「利益」並びに 「その他
の利得及び損失」の決定が含まれるとしている。そしてまず,認識済総利得損失の主たる構成
要素である利益は,財貨の売却収益からそれを生産するために消費された資産の価値を差し引
くことにより評価される。それゆえ,財貨の生産のために消費された資産の価値は,利益を測
定するための基準(benchmark)であり,.その価値を企業が回収した後でのみ利益が生じる。
次に,その侮の利得及び損失の評価における基準としては,資産及び負債の期首価値が使用さ
れる。したがって,総額で認識済総利得損失を計算する(すなわち,総額主義アプローチによ
る)場合には,企業がその会計期間において全体的な利得又は損失を上げたか否を評価するた
めに,(資本の増減を調整した後の)期末純資産と比較される基準として,期 首の純資産の価
f直カミ使用される◎
この場合,利益と総利得損失の測定の双方の場合において,その評価力法を決定する必要が
ある。そして,この中心問題は,利益の評価のために収益と比較される消費資産の測定の問題
及び総利得損失を評価するために期末純資産と比較される期首純資産を測定する問題である。
それゆえ,採用される資本維持概念が,認識される利益及び総利得損失の双方の金額及び意義
ゆ
を 決定す ると考え てい る。
この ように,イ ギ リスの場 合に は,企 業 の財務業績を表示す るために,利 益 よ りも広い総利
得(損 失)と い う概念を用い,そ れゆえ,利 益(又 は損失)を 計 算す る従来の よ うな損益計算
書 のみ ではな く,認 識済総利 得損失を計算す る認識済総利 得損失 計算 書 まで視野 に入れて資本
維 持を考えてい るところが特 徴にな っている。
しか も,「純粋 な取得原価主義会計」(PHCS)におけ る 「利益」(Pl'Ofit)は,売却資産の売
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価(「収益」:revenue)からそ の原始購 入価額(「費用」:expellses)を差 し引 いて計算す る。
しか し,こ の ような会計は イギ リスの現行実務 では行われ てお らず,む しろ固定資産 の再 評価
を随時行 ってお り,取 得原価 主義をベ ースに しなが らも一・定の資産 の再 評価を正式な会計 処理
を行 ってい く混 合的 な会計(こ れをASBは,「 修正原価主義会計」:modifiedhistoricalcost
ロの
system:MHCSと呼ぶ)が 行われ ている。 この よ うに取 得原 価主義会計が修正 され,一 定の
資産が現在価値 の形 で再評価 され ている場合 には,利 益 は,そ の資産 の売価 とその資産の再 評
価額 との差額 であ る。 この場合,そ の資産:再評価益は,認 識済総利得損失 の一部 であ るが,利
ごゆ
益 には.含め られ ない と考えてい る。
また,取 引基準 ア プローチ(TBA)と 総額 アプ ローチ(COCCA)は,総 利得損失について
全 体 と し℃ 同一の 測定 値を もた らすであろ うが,前 者 は利益 の測定 のため に必須 であ り,か つ
ゆ
取 引の構 成要素 を測定す る 目的のために適切で ある。 そ して,資 本維持 の プロセスにおいて,
次 の2つ の特徴が注 目され なけれ ばな らない。
「aこ の プ ロセス は,期 末資本 が期首資 本 と同一ベ ースで測定 され ることを保証す る ものか
ら構成 され てい る。 種 々の資本維持概念の差異 は,「 同一ベ ースで」 期 首資 本 と 期末資本
を測定す る ことに よ り,何 が意味 され るのか の解釈 の違 いにあ る。
　
b複 数 の資 本維持 の方法が,一 組 の財 務諸表上 異 った レベ ルで使用 しうる」、
ここで,特 に1つ の財務諸表上,複 数 の資 本維 持方法が使用 しうると考え るところにイギ リ
ズ会 計の特 徴が見 られ る。 これ は非常 に興味 深い考え方であ るが,財 務諸表 の作成 ・表示 ・分
析のため に よ り費 用,手 数及び能 力が要求 され ることを意味す る。
そ して次に,資 本維持概念 と しては,名 口貨幣 資本(NMC),恒 常 貨幣資 本(CMC)及 び実
体資 本(PC)の3つ が あ り,こ れ らについて,以 下検討を加 えてい く。
(1)名 目貨 幣資本維持(NMCM)
これ は,期 首にお け る資 木の金 額を,一切 の物価変動を無視 し,名 目的 に維持す るものであ
ゆ
る。 そ して,こ れ は次の よ うな長所 があ る。
① 資本維持概 念の うち最 も簡単 である こと,
② 直接的 に ア ピールす る こと,及 び,
③ 会計上,伝 統的 に使用 され て きた ことな ど。
反対 に,こ の最大 の弱点 は,物 価変動の影響を反映 しない ことであ る。
しか しイギ リスで は,前 述の よ うに,純 粋な取 得原 価主 義会計は行われ てお らず,そ れ ゆえ,
利益認識 に関 し}ご現行会社法や実務を反映す る損益計算書 は,そ の期間におけ る名 口貨幣資本
の増加を,そ れ 自身の測定におい て行 っていない。 しか しなが ら,認 識済総利得損失 計算書は,
名 目貨幣 資本維持 後の総利得を計算す るため に,さ まざまな準 備金の変動を加 えてい る。 しか
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も,認識済総利得損失を測定する基準として,名 目貨幣資本維持概念と現在価値会計(CVA)
くゆ
又 は現在原価会計(CCA)の 制度 とを一緒 に使 用 しうる と してい る。 すなわち,企 業活動の最
初の期 間に おいて,期 首資 本が名 目貨幣価値 で表示 され,期 末資産 が現在価値又は現在原価 で
評価 され る とした場合 ㍗こは,総 利 得損失 は,取 引に よる(利 益)ば か りでな く,資 産の ポー ト
フ ォー リナの価値変動(そ の他 の利 得損 失)に よる企業の純資産 の変動 も示すであ ろ う。 その
後の期間 において,資 産 が規則 的に現在価値へ再評価 され,か つ期首資 本が前期 の期末資本か
ら修正表示 されない場合(す なわち実 体資本維持 でない場合)に は,こ のベ ースに基づい ての
み純資産の変動が殿 され渋 ろうと説肌 ている.すなわち,第一段階として名蹟 本縄
概念 と現在価 値(時 価)と の結合を この ような形 で考 えてい る。 ここにおいては,「 資産 の時
価 に よる再 評価」 と 「実体資本維持概念」 とを必ず しもいつ も結合す る必要 のない ことが示 さ
れ てい る。
(2)現 在 購買力資本維持(CPPCM)
これ は,恒 常貨幣:資本維持(CMCM)と も呼ばれ,利 益を 測定す るため に,売 上を生 じさせ
るために消費 した資産又 は認識済総利得損 失を測定す るため に期首純 資産 が,売 上又は期 末純
資産 と同 じ購買 力単位 で測定 され る よ うに,一一般物価水準指数を適用す る ことに よ り修正表示
を行 うものであ る。
この現 在購買力会計(な い し一般物価変動 会計)の 目的は,計 算尺度の統一及び現在購買力
資本維持 とその結果 と して の購買 力損益 の表示 を行 うことである。貨幣項 目は,法 令 や契約 に
よ り金額 が確定 してお り,物 価変動 の下 で もその金額が変 らないので,完 全 な現 在購 買力会計
に おい て修正表示 され ない期 末貸借対 照表の要素(す なわち貨幣性 資産 及び負債:MAL)の み
が,貨 幣 単位 でデ ノ ミされ る。 この現在購買 力会計 は,修 正表示 された期首貸借対 照表 が期末
現在購 買力貸借 対照表 と比較 され る場合には,イ ンフ レーシ ョン期に おいて,貨 幣項 目の金額
が 固定 して い るので,保 有貨幣損失又 は借 入利得 が実質 ベ ースで生 じてい るとい う貨幣購 買力
　
損益 についての有用な追加的な情報を もた らす。
しか しなが ら,こ れ は,特 定 の非貨幣性資産(主 と して固定資産及 び棚卸 資産)の 期末現在
の個別 的な価値 の変化 を示 さない とい う欠点 がある。
そ こで,こ の欠点を克服す るため に,後 で見 るよ うに,現 在購買力 と現在価 値又は現在原価
制 度 との結合 が考 え られ る。そ して,現 在価 値又は現在 原価制度 内で期首純資産 は,一 般購 買
力指数 と比較 して,そ の期間 中に企業 の純資産 の期末金額 が どの位増 加 したかを示す ために,
現在購 買力単位で修正表示 され る。 こめ変化 は認識済総利 得損失 のいわゆ る実質(1℃alterms)
での測定であ る。 この結合 システ ムの長所 は,現 在価値の名 目的な変化 での期間総利得損失及
　
び一般 購買力の単なる反映を超える実質的な利得損失の双方を示すことである。
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〔…・般物価 と個別物価の結合関係〕
個別物価の変動利得
(名目ベース) }
(実質)個 別物価の変動利得
(実質ベース)'幽
レ 伽 の変㈱
この よ うに,現 在購買 力 と現在価値 システムの結合を考 えてい る。
(3)実 体資本維持(PCM)
この概 念は,∵ 般物価水準 の変動 ではな く,個 別物価変動 に基 づ くものであ り,再 調達原価
又 は現在原価会計(CCA)の 制 度の下で営業利益 の計算 を基礎 づけ るものであ る。 すなわ ち,
これ は,期'首純 資産を期首 の現 在価額(CP)で測定 し,か つそ の期 間中の個 別物 価変動を反映
　
するように修正することを意味する。
この制度の下では,現在原価営業利益(C¢OP)は,収益を生じさせるために消費 した資産
を,そ の消費時の現在原価又は価値へ修正表示(す なわち費用を時価評価)した後に測定され
る。これは,現在価値が測定された企業のカレントな収益力,すなわち当期の営業からの利益
を生 じさせる企業の能力についての情報を提供する。
売上高一現在売上原価=現在原価営業利益 ♂
↑(消費時
の現在原価又は価値へ修正後)
また,認識済総利得損失を計算するために,その期末価値で:再評価された期首純資産を期末
純資産から控除する。
このように実体資本維持は,報告企業の特定の非貨幣的な属性が利得又は損失の認識以前に
維持されることを要求する。この属性には,そ の期首における企業の特定の資産 ・負債又はた
ゆ
とえば営業能力(operatingcapability)のよ うな よ り広い概念 も含 まれ る。 後者 は,企 業 の
財貨やサ ー ピ'スを生産す る能 力の維持を要 求す るものであるが,こ れ を行 うため に,『資産 の価
額 は,技 術や イ ンプ ットプ ライスの変化 に伴 って変化す るであろ うと考 えてい箋。
(4)資 本維持概念 の結合(CCMC)
これ まで,3つ の基本的資本維持概念 が特定 の資産及び 負債評価 システ ムの内容で示 され て
きたが,こ れ は資本維持修正 がな され る最 初の資木測定 は,そ の資 本セと含 まれ る資産 及び負債
の測定 に依存す るか らであ る。
物 価の上昇期 において,企 業 は営業のた めに消費 され た項 目について,当 期 の価額 よ りも低
い価額を過去 において支払 ってい る。す なわ ち,こ れ は棚卸資産や設 備 ,(equipment)の減価
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償却の場合 に当ては まる。 これ らの差 異は保有 利得を実現 させ,さ らに期末におい て保有す る
資産につ いて未 実現保 有利得(unrealisedholdinggains)を塩 じさせ る。
損益計算:書を純粋 に現在 原価(個 別物価 修正)ベ ースに基づ いて作 成す る場合 においてさえ,
これ らの保:有利得は,認 識済総利得損益 計算書上現在原価営業利 益にそれ らを加 える ことに よ
り表示 しうる。 この場 合 には,総 利得損失 は名 目貨幣資本維持 ベ ースに基づい て表示 され る こ
とにな る(名 目貨幣資 本維持 と現在価値 との結合)。 しか しなが らさ らに,こ れに その期 間中
の購買力 の変化 を適用 して期首純資産 を修 正表示す ること も可能 であ り,「実質」(real)総利
得損 失の測定値を表示す る ことも可能 であ ろ う(3つ の資木維持 概念 の結合。な お,こ れにつ
いては,注 の例示 を参 照 されたい)。 これ は 一般 にイ ンフ レー シ ョンと呼 ばれ る ものを償 うた
めに必要 な金額 を超過す る現在価値 で測定 された純資産額 が,ど の位増大 したかを示す であ ろ
う。 この システ ムは,「 物価変動の影 響についての会計」 につ いての ・ASCのハ ン ドブ ックに
おけ る 「リアル ・ターム」 システム(`realterm'system)や国 有企業 におけ る会計処 理 に つ
　
い て の 「Byatt報告 書 」 に よ って示 され て い る。
5.測 定方法 の選択規 準
会計上 の測定方 法は どの よ うな規準 に従 って選択 され るので あろ うか。 これ につ いて,ASB
は財務諸表 の 目的か ら導 いてい る。 そ して,'その中心 問題 は,ど の測定方法 が 「企業について
の経済的 意思決定を行 うのに必要な企 業 の財政状態(FP),業績(P)及 び財務的弾 力性(FA)
　
につ いて有 用な情報を広範 な利用者 に提 供す るか」 とい うことであ る として,「利 用者指 向的
アプローチ」 を採用 してい る。 そ して,こ れ について の基 本的な選択 は取 得原価(HC)と何 ら
かの形 での現在価値(CV)の使用 との間で なされ る。 イ ギ リスの会計 実務,法 律及び会計基準
の方面 での現在価値の使用 への進展は,少 くとも一定 の領域 にお いて 現在 価値情報の開示が広
ぢゆ
範 に感 じられてい るニーズを満たす とい うことを示 してい る。
そ して,ど の評価方法 もす べての ニーズを満たす ことはで きない し,ま たす べての状況にお
いて財務報 告のための十分 な信頼性 を持つ ものではない。 それ ゆ え,そ の状況 に適切な評価方
法を選択す るとい うシステ ムを採 用す るこ とが望 ま しいが,前 述 の理 由に よ り,企 業に と って
が
の価値(VTB)は,認 識 の第2段 階(再 測定)で 資産を評価す る最 も健全 な方法 であ ると結論
す る。一般 原則 レベルでの この結 論は,イ ギ リスにおけ る利 用者 ニーズの展開に対応す る折衷
的 な評価方法 の進 展 と一致 している。
また,資 産評価 と資本維持 との関連にら いて,3つ のす べて の資本維持方 法 は,そ れ らが適
切 な評価 システムと結合 され ることを前提 と して,潜:在的な利用 者に と って 目的適 合性を持つ
と考え る。 すなわち,名 口貨幣資本維 持は現ヂ旺価値又 は取得 原価評価 システ ムと関連 させて川
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い られ うる。また現 在購買力法は現在価値:又は修正取得 原価(adjustedhistoricalcost:AHC)
との組み合 せで のみ 目的適合性があ る。そ して,個 別指数 は現在 価値 システムとの組み合せで
のみ 目的適合性 があ る。 しか しなが ら,前 述の よ うに,1つ の財務諸 表上で複数 の資本維 持概
念を結合す る ことが可能であ り,そ れゆ え,現 在価値 システム(CVS)は,3つ の異 った資本
維持指標を比 べて利得を測定す ることがで きる。 ζれ が 「実質 ベース」 システムであ り,利 得
を④ 営業 マー ジン(現 在原価営業利益)と ◎ 名 目保有利 得及び◎実質保 有利得の構 成要素へ分
解す るこ とに よ り,一 期間に おけ る企業 の純資産の変化 の包括的な分析 を提供す ることがで き
鱒
る と して い る。
この ように,イ ギ リス では,意 思決定 のために利益等 について多元 的な情 報を提供す るとこ
ろに特徴が あ り,上 述 の システムに よ り伝統 的な名 目貨幣資本維持概 念に よる利益 等 よ りも経
済的 意思決定 のため に よ り有用な情報 が提供 で きる よ うにな ってい る、,
IHむ す び
以上検 討 してきた よ うに,ASBの 原則書(案)第5章 は,一 連の概念基準書の公開草案の
一一部 であ り,貸 借 対照表 及び財務業績計算 書(す なわち損益計算書及び認識済総利得損 失計算
書)の 構成 要素の測定 に関 して理論的 に首尾一貫 した考え方 を示 してい る。
認識 との関連 では,原 則書 は,3つ の認識規 準を示 し,そ れに合 致 した ものを会計上認識す
ることと してい る。 さ らに,認 識 と測建 との関係については,最 初の認識(取 引)と その後 の
認識(出 来事)と に分け て測定 の仕方を 規定 している。
次 に,資 産 の評価で は,認 識段階 に疹 じて最初の認 識段階 では取得 原価 を,そ してその後の
認識段階(再 測定)で は現 在価伯直,特 に企業に とっての価値 を測定基礎 と して使用す る ことと
してい る。 この よ うに:再測定時 に何 らか の形で時価を積極 的に適用 し,し か もその時価 として
企業 に とっての価値を使用す る ところにイ ギ リス会計の特徴が見 られ る。 しか し,現 時点の イ
ギ リスで は,全 面的に時価(現 在価値)を 用いて毎期再評 価を考 えてはお らず,再 評価の適用
の範囲 及び規測性 につ いての規定 の欠如 につ いて問題があ る ように思われ る。
また,利 益 及び総利 得損失 の測定 との関連 で資 本維持概念 につい ては,3種 類の資本維持概
念の結合す なわ ち実質 システムを示 してい る。 この よ うな資 本維持概念の結合 とい う形は 日本
では採 用 され てお らず,イ ギ リス特 有の考 え力であ る。
最後に,測 定方 法の選択規準 では,利 用 者が経済的意思決定を行 うために有用な情報 を提供
す るため とい う財 務諸 表の 目的か ら,そ れ を利用者指 向ア プローチに よ り導いてお り,基 本的
な選択 は,取 得原価 と企業 に とっての価 値 との間でなされ るとしている。そ して,資 産評価 と
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資本 維持 の関係 におい て前述の実質 シテ ムを提 言 してい る。 これ に よって,利 得を営業 マ ージ
ンと名 目及び実 質保 有利得の構成 要素 へ分解す る ことに よ り,一 期 間における企業の純 資産 の
変化 の包括的な分析情報を提供 しうるもの と考えてい る。
この よ うにイギ リスでは,意 思決定 のため に利益等 につい て多元 的 な情報を提供す るところ
に特徴 があ り,こ れ に よ り伝統的 な名 目貨幣資本維持概 念に よる利益等 よ りも,経 済的意思決
定のた めに よ り有用 な情報 が提供 できる ものとなってい る。 この点では 日本のそれ よ りも進ん
だ もの とな ってい る。
〔注 〕(1)詳 し くは,拙 稿 「イ ギ リスにお け る 会計 基準 の規 定 に 関す る史 的一 考察 」 『富 士 論叢 』'富士 短
期 大 学学 術 研究 会,第36巻 第2号,平 成3年11月 を参 照 され たい 。
(2)ASB,StatementofAims,par.1,July1991,Accountancy,September'1991.
(3)従来ASCに よ り公表 され た個 別 基 準書 はSSAP(Statements嫉StandardAccountingPrac-
tice:会計実 務基 準 書)と 呼ば れ て いた が,今 日のASBに よ り公 表 され る個 別 基 準 書はFRS(Fi・
nancialReportingStandard:財務報 告 基 準)と 呼ば れ て い る。
(4)次 の よ うな もの がASBに よ'り公 表 され て い る。
1991年7月ED原 則 書 第1章 ・第2章 財務 諸 表 の 口的 と財'務憎 艮の 質 的特 徴
1992年7.月DD原 則書 第3章 財 務 諸表 の 構成 摸 索
1992年7月DD原 則 書 第4章 財 務 諸表 上 の 諸項 目の認 識
1993年3月DD原 則 擦 第5章 財務 諸 表 上 の 測定
1991年12,月ED原 則 書 第6章 財 務 情 報 の開 示
(6)ASB,DiscussionDraft,StatementofPrinciPlesC加が θ75,MeasurementinFinaMcial
Statements,March1993.
(6)ASB,DlscussionPal)er,TheRoleOfValuationinFinancialReporting,March1993,
(7)ASB,op.cit.,(DD,5),par.1.
⑧:本 文 で は 「貸 借対 照表 等 式」 とい う用 語が 使 用 され てい るが,日 本 で は資 木 等 式 と呼 んで い る の
で,こ こで は後 者 で 呼 ん で い る。
(g),⑩ASB,op.cit.,(DD,5),par.2.なお,こ の よ うに 資 木 の概 念 及 び 金額 を差額 概 念 とす る
考 え方 は,サ ンデ ィラ ン ズ ・レポ ー トと同様 で あ る。 貸 借 対 照表 の借 方 は,主 と して法 的 ・経 済 的
事 実 関 係 を,貸 方 は 主 と して法 的 事実 関 係 を示 して い る。
(11)財務 諸表 の構成 要 素 の 定 義 を,ま ず 資 産 及 び負 債 を定 義 し,次 いで 資 木 や収 益 及 び費 用を 定義 し
て い く方 法 の こ とで あ る。 ア メ リカのFASBや 国 際 会計 基 準(IAS)も この アプ ローチ に よ ってい
る。
⑫ASB,op.cit.,(DD,5),par.2.
(13)1bid.,par.3.
働)Ibid.,par.4.
⑮ 詳 し くは,ASB,FRS3,ReportingFinancialPerformance,October1992,,拙稿 「イ ギ リス
に おけ る財務 業 績 の報 告 に つ い ての …考 察」 『産 業 経 理』Vo1.53,No.3,1993を参 照 され た い。
⑬ASSC,TheCorporateReport,July1975,par.7.4.にも この よ うな 考 え方 が 示 され て い る。
な お,詳 細 につ い て は,拙 稿 「イ ギ リス にお け る 会計 の概 念 的 枠組 の研 究 に つ い て の一 考察 一The
CorporateReportを中 心 と して一」 『富 士 論叢 』 富 士 短 期大 学 学 術 研究 会,第37巻 第2号 を参 照
され た い。
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aの,⑬ASB,op.cit.,(DD,5),par.5.
ω1:bid.,par.6.
⑳ASB,DiscussionDraft,StatementoプPrinciplesChapter4,TheRecognitionofltems
inFinancialStatθments.
⑫DIbid.,par.4.
⑫IASp,FrameworkforPreparationandPresentat・iqnOfFinancialStatement,July1989,
par.59.
㈱ASB,op.cit.,(DD,一5),par.9.
餌 》Ibid.,pars.9-10.
㈱Ibid.,pars.11-13.
⑱,伽)黒 澤清船編集r体 系会計学皿 インフ レー ション会計』 中央経 済祉,昭 和57年11月,6～14
ペー ジ参照。
㈱ASB・op・cit・・(DD・5)・P・・s・14"17・ASB・・P 1ち(DP)・.P・r・・5-6・なお・ これ らの欠点
は,主 とレて資産等をその取得 日の価格で記録 する とい う事実か ら生 じる。'また,こ の他に も,イ
γフ レ時ζ は利益が過大計上 され ること,財 の再調達 がで きない こと,資 本利 益率の計筑を して も
真 の業績 の指標 を提供 しない ことな どが挙げ られ る。上掲書23～25ペ ージ参照。
㈲Ibid.,par.15.また,取 得原価数値に一般物価指数を適 用 して作成す る財務諸表は,多 くの企
業に とってほ とん ど日的適合的でない。ASSC,oP.Cit.,pars.7.36-37.
⑱Φlbid。,pati.18.
⑳ 再生産原価 とは,技 術進 歩を考慮外においた場合 の現有資産 と同一の資産を再取得す るための原
価 のことである。`
働 再 調達原価 とは,原 初資産 が取得 され て以来生 じた コス ト及び生産技術 の変動を 考慮に入れて,
最小 の原価で同一のサ ー ビスを取得するための原価 である。
ぜ
㈹,鋤,㈱1bid.,par.18.な お,使 用価 値 は,リ ース取 引 の評 価 な どで 使 用 され る。 また,使 用
価 値 と単 味実 現 可 能 価額 の うち高 い方 の金額 が,企 業 が す で に所 有 して い る資 産か ら回 収 し う.る最
大価 値 を示 す 。
㈱Ibld.,par.23.
鋤Ibid.,pars.19-21.ASB,op.cit.,(DP),par.7.
⑬811bid.,par.24.
tSe),9⑳1:bid.,par.26.
(4DIbid.,pars.25-26.この うち使用価値 は,通 常非常 に主観的な評 価方法 であ り,財 務報 告のた
めの基礎 とトての信頼性 テス トに しば しば合格 しないであろ う。 このよ うな:場合には,そ の資産は
再調達原価又 は正味実現可能価額の うち適切な もので評価 され る。なお,石 川鉄郎著 『時価主義会
計論 』中:央経済:社,1992年1月参 照。
⑫Ibid.,par.28.企業に とっての価値 ルールの修正 の例 として,た とえば,『会社報告書』では,
RCとNRVとNPV(正 味現在価値)の 三つを組み合せて使 用す るものであるとしている。ただ し,
:NPVとここでのVIUと は同様の もの と考え られる。 そ して,売 却資産はRCとNRV,そ して使
用資産 はRCとNPVの いずれか低いカで評価す る原則 と詳 明.している くASSC,oP.eit.,pars.7.
36-37.)。また,,SSAP第16号ではV王Uの 明 白な使用 は要求 され ていない。
⑬Ibid.,pars.39-40.
㈹ASB,op.cit.,(DP),par.18.なお,こ れは,日 本で原価主義 会計で計算 した ものを一般物価
指数を用いて修韮を した ものとしての 「修正原価主義会計」 とは異な るので注意 が必要である。な
お,詳 細については・ 拙稿 「イギ リスにオδけ る 会計の概念的枠組 の 研 究につ いての 一 考察一DP,
一 イギリスにおける会計の概念的枠組についての一考察 一107
TheRoleofValuation童nFinancialReportingをrlマ心 として一」 『富士論叢』 富士短期大学学
術研究 会,第39巻 第2号 を参照されたい。
㈲ASB,砂.cit.,(DD),par.41.なお,資 産再評価益 を 認識済総利得損失 の構成 要素(利 徳の
1つ)と してい るので,こ こでは少'くとも実体資本維持 は考え られていない よ うに思われる。
(例)固 定資産 の価値が上昇 し,再 評価 した とき,
(借方)固 頭 産 × × ×.(貸 方)「 二惣 繍 藩:r一 一"一"一一一一"一t
8 .固定資産評価益 ×X×
'聾(
再評価準備金)
L_網_________n
①(後で実現時に)利 益に算入
名口資木維持
'
②一般物価変動分は資本,
それ以外は利益に算入
実質資本維持
③資本 として拘束
実体資本維持
① 及 び② の後 で 利益 とな る部分 は,再 評 価 の時 点 で,実 現 利 益 と認 識 され,② 及 び ③ の資 本 と さ
れ る部 分 は,こ れ を資木 取 引 とみ る もの であ る。
俗⑤Ibid.,par.42.
(切1bid.,par.43.
甦⑳1bid.,par.45.
(49)Ibid.,par.46.
60)1'bid.,par.47.
61)Ibid.,pars.48-50.なお,貨 幣 購 買 力損 益 は,貨 幣 項 目に つい て のや り くり(資 金 繰 り)の 経
営業 績 を反 映 して い る とみ られ る。
⑫Ibid.,pars.50-51.なお,一 般 物 価変 動 会計 は,貨 幣価 値 の変 動 が企 業会計 に どの よ うな影 響
を及 ぼ してい るか の実 態 を開 示 す る もの であ る。 この下 で の損 益計 算書 で は,期 末 時 点 の 貨幣 価 値
で測 定 した収 益 ・費 用 の計 算,② 購 買 力損 益 及 び③ 購 買 力資 本 維 持 が な され る。
㈹Ibid.,pars.52-53.なお,実 体 資 本維 持 会計 の類 型 と しては,① 損 益 計算 書 上 だ け で:再調 達 原
価 を用 い て行 う もの と,② さ らに,貸 借対 照表 上 も資 産 を再評 価す る もの とが あ る。
働AdvisoryGroup,AccountingforEcono2nicCostsandChangingPrices,volume1,HMSO,
1989,P.4.いわ ゆ るByatt報告 書 に お い て も,同 様 に営 業 能 力 維 持 が 主 張 され て い る。
㈲ASB,op,cit.,(DD),par.54.
㈲ ∬bid.,pars.55-58.なお,拙 稿 「イギ リス にお け る会計 の概 念 的枠 組 につい て の一 考察 一Ac・
countingforEconmicCostsandChangingPricesを中 心 と して 一一」,『Fu}iBusinessReview』
Vo1.5No.21995.3.参照 。
勧,㈹Jbid.,par.60.な お,ASBの 財 務諸 表 の 】一1的に,つい て の 考'え方 につ い ては,ASB,ED,
StatementofPrinc董ples:TbeOb]'ectiveo∫FinancialStatementsandtlteQualitativeCkar-
acteristicso/FinancialJnformation,1991.拙稿 「イ ギ リスに おけ る概 念的 枠 組 の研 究 につ い
て の一 考察 一ED,StatementofPrinciplesを中心 と して一 」『産業 経 理 』VoL52,No・3,1992を
参 照 され た い。
(c9)∫bid.,par.61.
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㈹Ibid.,par.62.なお,次 の例示が示 されて いる。
〔資本維持 の例示〕
会社が株 式資本金及 び新 しく購入 された棚卸 資産 £100で始 まる。当期 中のイ ンフ レは5%で あ
る。 その会社は,当 期末に棚卸資産を £200.で売上げ る。その資産 の再調達原価は £150である。
リアル ・ターム資本維 持 認識済総利得損失計算書
損益計算 書 →現在原価営業利益50
売上高200加 算:保 有棚卸資産利得50
差引:現 在売上原価150名 目貨幣利益100
現衣原価常業利 益50_.差 引:資 本維持修正5
現在購買力利益95
また,営業利益 と保有利得の区分表示は,エ ドワーズーベルやサンデイラン・ズ ・レポー トな どで
も 示 さ れ て い る 。E.().EdyvardsandP.W.Bell,TlieTheeryandMeasπre〃ientOfBasiness
1〃conze,UniversityofCaliforniaPress;1961,SandilandsCommittee,InflationAccounting,
ReportofInflat童onAccountingCommitteeunclertheChairmang.hipofF.E.P.Sandilands,
Cmnd6225,1975.
